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災害時における道路状況や交通規制などの様々な道路災害情報を国民一人ひとりに迅速に周知するには，

地図に集約した流通が災害対応の先例を見ても有効な手段である．しかし，これらの情報は，経緯度，住

所，路線名や距離標などの多様な位置表現が用いられている．このため，地図に集約するには，人が個々

の情報を解釈しながら手入力する必要があり，プログラムによる一括処理ができない．このような解釈が

困難な位置表現の情報は，迅速な地図への集約などの対応が求められる局面では深刻な課題である． 
本研究は，道路の区間と参照点および参照点からの道程を元に位置を表現する「道路の区間ID方式」を

活用し，災害時道路規制，災害時に扱われている民間プローブデータ（通行実績）および道路冠水想定箇

所を対象に地図に集約するケーススタディを実施した．この結果，同方式の活用により，異なる位置表現

の情報の地図への集約の効率化が可能であり，迅速な情報提供支援の一方策となることを確認した． 
 

     Key Words : Road Section Identification Data set, location referencing, intelligent transport systems 
 
 

1. まえがき 
 
災害時の時々刻々と変遷する現況を国民一人ひとりに

迅速に周知するには，地図に現況の情報を集約・重畳し

て流通させるのが災害対応の先例を見ても有効な手段で

ある．流通の対象となる情報のうち，道路に係わる情報

に着目すると，道路冠水想定箇所は災害への備えに，災

害時道路規制や民間プローブデータ（通行実績）は災害

発生後に扱われている．これらの情報の位置表現は，保

有・管理組織やシステムによって経緯度，住所，路線名

や距離標などが用いられており，提供方法も異なる． 
具体例を挙げると，東日本大震災では，各道路管理者

（国土交通省，高速会社や地方公共団体）の保有する道

路規制や民間プローブデータによる通行実績などの道路

災害情報が地図へ重畳して配信されていた1), 2)．この重

畳作業にあたった担当者にヒアリング調査したところ，

道路災害情報のそれぞれで位置表現や提供方法が異なっ

ていたとのことであった．このため，プログラムの一括

処理による地図への重畳が難しく，人が個々の情報を解

釈しながら地図に手入力する作業が必要となった．この

要因となった道路災害情報の位置表現の課題を整理する

と次のとおりである． 
・経緯度は，提供元の地図と違う地図に重畳すると異な

る位置を示す可能性がある． 
・住所は，地図上で事象が発生した範囲を示せるが，道

路上の位置を特定するのが難しい． 
・路線名や距離標は，道路管理者特有の位置表現のため，

他の人には解釈が難しい．また，路線名や距離標が付
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与されていない道路（とくに市町村道）も多い． 
このことから，複数の位置表現の情報を重畳する場合，

人が個々の情報を解釈する必要がある位置表現は，迅速

な地図への集約・重畳などの対応が求められる局面では

深刻な課題である． 
一方，位置表現の既往研究に着目すると，異なる地図

やシステム間で安定的かつ正確に道路を軸とした情報交

換ができる道路の区間ID方式（以下，「ID方式」とい

う．）が考案されている3)．ID方式を用いると，前述の

道路関連情報の位置表現の課題の解決策になると期待さ

れる． 
本研究の目的は，ID方式を用いた道路災害情報の効率

的な流通方策の確立とした．本稿は，災害時道路規制，

道路災害情報として扱われている民間プローブデータ

（通行実績）および道路冠水想定箇所の3種類を対象に，

ID方式を活用した地図への重畳のケーススタディを実施

し，その有用性を検証した結果を報告する．  
 
 

2. 道路災害情報の重畳実験方法 

 
(1) 実験で用いる道路災害情報の選定 

 実験で用いる道路災害情報は，災害時道路規制，民間

プローブデータ（通行実績）および道路冠水想定箇所の

3種類とし，激甚災害実績の有無，提供方法および位置

の表現方法の多様性を考慮して選定した．激甚災害実績

は，2010年4月から2013年10月までに指定された激甚災

害を対象にした．また，各災害に係わる上記3種の情報

を収集し，次の提供方法および位置の表現方法の多様性

の観点に基づき整理した． 
 

表-1 3種類の道路災害情報の概要 

・報告書などの文書，地図へのプロット図・画像やホー

ムページで公開されている一覧表およびシステムによ

る個票など提供方法を網羅できること 
・住所，路線名＋距離標，経緯度など位置の表現方法を

網羅できること 
表-1は選定結果を示しており，台風，集中豪雨および

地震の3種の災害を対象にした．それぞれの情報の詳細

は次項にて述べる． 
 

(2) 実験で用いる道路災害情報の特性 

a) 災害時道路規制 
災害時道路規制は，過去の災害対応にて作成・発表さ

れた資料を用いた．提供方法は，図-1に示すように文章

による報告書，小縮尺地図へのプロット画像やホーム

ページで公開されている一覧表である．それぞれの位置

表現の方法は，表-1に示すとおり，住所や路線名＋距離

標であった．  
b) 民間プローブデータ 
民間プローブデータ（通行実績4), 5)）は，表-1に示す民

間事業者2社により同時期に収集されているデータを用

いた．これら民間プローブデータは，国土交通省（道路

管理者）が旅行速度の分析を用途として調達したもので

あるため，DRM（Digital Road Map）6)に対応して整理さ

れている．そのため，民間プローブデータ（旅行速度）

の位置は，DRMのネットワークIDで表現されている．

なお，本実験は2011年2月に収集されたデータを用いて

いるが，2社の集計に用いたDRMの版は2103版および

2203版と異なっていた． 
 

 図-1 災害時道路規制の提供例 

情報区分 実験に使用した情報 提供方法 位置表現方法

災害時
道路規制

近畿地方整備局
紀南河川国道事務所
2011年9月台風12号時の紀南河川国

道事務所災害事故報告書
【直轄国道17件】

報告書，文書 住所
（町名レベル），
路線名＋距離標

中国地方整備局
山口河川国道事務所
2009年7月中国・九州北部豪雨時の

山口河川国道事務所の取りまとめ資
料【直轄国道9件】

小縮尺地図への
プロット図，画
像，表

路線名+距離標

福島県
2011年東日本大震災の福島県公表
資料【国道6件，県道40件】

福島県HP，表，
Web地図への
プロット

住所
（町名レベル）

民間プローブ
データ

A社
民間プローブデータ（2011年2月）

csv，表 DRM（2103版）

B社
民間プローブデータ（2011年2月）

csv，表 DRM（2203版）

道路冠水
想定箇所

近畿地方整備局
紀南河川国道事務所
【県道5件，市町村道6件
：和歌山県分】

WEB検索
システム，
表，個票

ID方式，経緯度

道路管理者提供
の詳細位置図や
写真などをもと
にDRM協会が位
置特定し，ID方
式へ変換もしく
は，DRM上の経
緯度を付与

中国地方整備局
山口河川国道事務所
【直轄国道4件，県道1件，
市町村道34件】

Excel，表

東北地方整備局
酒田河川国道事務所
【直轄国道3件】

Excel，個票

情報区分 実験に使用した情報 提供方法 位置表現方法

災害時
道路規制

近畿地方整備局
紀南河川国道事務所
2011年9月台風12号時の紀南河川国

道事務所災害事故報告書
【直轄国道17件】

報告書，文書 住所
（町名レベル），
路線名＋距離標

中国地方整備局
山口河川国道事務所
2009年7月中国・九州北部豪雨時の

山口河川国道事務所の取りまとめ資
料【直轄国道9件】

小縮尺地図への
プロット図，画
像，表

路線名+距離標

福島県
2011年東日本大震災の福島県公表
資料【国道6件，県道40件】

福島県HP，表，
Web地図への
プロット

住所
（町名レベル）

民間プローブ
データ

A社
民間プローブデータ（2011年2月）

csv，表 DRM（2103版）

B社
民間プローブデータ（2011年2月）

csv，表 DRM（2203版）

道路冠水
想定箇所

近畿地方整備局
紀南河川国道事務所
【県道5件，市町村道6件
：和歌山県分】

WEB検索
システム，
表，個票

ID方式，経緯度

道路管理者提供
の詳細位置図や
写真などをもと
にDRM協会が位
置特定し，ID方
式へ変換もしく
は，DRM上の経
緯度を付与

中国地方整備局
山口河川国道事務所
【直轄国道4件，県道1件，
市町村道34件】

Excel，表

東北地方整備局
酒田河川国道事務所
【直轄国道3件】

Excel，個票

出典：近畿地方整備局 紀南河川国道事務所

出典：中国地方整備局 山口河川国道事務所



 

 3 

c) 道路冠水想定箇所 
近年，異常気象に伴う集中豪雨によって高架下を通る

アンダーパスが冠水し，車両の水没による死亡事故が発

生している．このため，道路管理者は，災害に備える情

報として道路冠水想定箇所をまとめている．図-2は道路

冠水想定箇所の提供事例であり，その多くはアンダーパ

ス部であるが，表-1にも示しているとおり，提供方法は

多様であり，具体的な場所の特定（地図への重畳）が難

しいケースも見受けられる．  
 

(3) 道路災害情報のID方式への変換方法 

a) 概要 
今回対象とした道路災害情報の位置表現は，表-1より

経緯度，路線名＋距離標，住所およびDRMの4パターン 

  

図-2 道路冠水想定箇所の提供例 

 

表-2 位置表現毎の地図への重畳方法と課題 

である．表-2は，それぞれの位置表現による地図上への

重畳手段とその課題の整理結果を示している． 
表-2に示すとおり，経緯度は位置を特定することがで

きるが，情報の送受信者で用いる地図が異なると，送信

者の意図と違う位置を表示する可能性がある．路線名と

距離標は，道路上の位置を特定するには確実であるが，

全ての道路に距離標が整備されていない．また，通常利

用されている地図には距離標は調製されていない．住所

は，該当箇所を面で示すため道路上の位置を特定するに

は，人手を介す必要がある．さらに，DRMは，道路上

の位置を特定できるが利用できる主体が限られることに

加え，版数によりIDが更新されるためDRM版数に応じ

た変換処理が必要になる． 
以上を踏まえ，道路災害情報を一意に地図へ重畳する

には，現行の位置表現からID方式への変換により一定の

効果が期待できる．本研究は，図-3に示す手順で道路災

害情報をID方式へ変換するケーススタディを実施する． 
なお，ID方式に準じた道路の区間IDテーブル7)（以下，

「IDテーブル」という．）の対象区間は，都道府県道以

上（一部市町村道含む）の路線約20万kmとなっており，

全ての道路を網羅していない．このため，本実験ではID
テーブルの対象路線の道路災害情報を中心にケーススタ

ディを実施した． 
b) 災害時道路規制 
災害時道路規制の位置表現は，住所または路線名と距

離標との組合せとなっている．表-3に選定エリアごとの 

  

図-3 ID方式への変換方法 

 

表-3 災害時道路規制の位置表現 

山１０１ 城ヶ丘１丁目
（ジョウガオカイッチョウメ）

国土交通省 国道２号 周南市城ヶ丘1丁目 － 平面

山１０２ 三田川交差点
（ミタガワコウサテン）

国土交通省 国道２号 周南市辻町 － 平面

山１０３ 青木（オオギ） 国土交通省 国道188号 岩国市青木 － 平面

山１０４ 綾羅木新町
（アヤラギシンマチ）

国土交通省 国道191号 下関市綾羅木新町 － 平面

山２０１ 東津アンダー
（ヒガシツアンダー）

山口県防府土木建築
事務所山口支所

（一）山口阿知須宇部線 山口市小郡下郷 鉄道（ＪＲ山陽本線）

山３０１ 幡生地下道
（ハタブチカドウ）

下関市道路管理課 市道武久･幡生線 下関市幡生本町

山３０２ 新下関第５地下道
（シンシモノセキダイ５チカドウ）

下関市道路管理課 市道伊倉・延行線 下関市一の宮町一丁目

山３０３ 清末４号地下道
（キヨスエ４ゴウチカドウ）

下関市道路管理課 市道清末清末２０号線 下関市大字清末

山３０４ 才川地下道
（サイガワチカドウ）

下関市道路管理課 市道長府才川町４４号線 下関市長府才川一丁目

備考管理番号 通　称　名 道路管理者 地　　名路線名 交差物件名

山口県 冠水の恐れがある箇所 一覧表

出典：近畿地方整備局 紀南河川国道事務所

出典：中国地方整備局 山口河川国道事務所

位置表現方法 現行の地図上へ表示する手順 現行の情報流通上の課題

経緯度 経緯度の座標をもとに，背景図の地
図の一意の場所を特定し，表示する．

経緯度情報さえ持てば，どのような
データも表現できる．

情報を表示させる地図が情報の
送り手と受け手で異なる時に異

なった位置を表示させる可能性
がある．

路線名＋
距離標

路線の起点からの距離により一意の
点を特定する．

距離標が付与されているのは国
道等をはじめとする主要道のみ

であり，国道を除き距離標を用
いている道路管理者が少ないた

め，それ以外の道路については
採用できない．

住所 住所の情報をアドレスマッチングに
より経緯度に変換してから表示する．
ただし，発信される情報が道路に関
する情報かつ道路種別が判明してい

る場合による．
町丁・字や番地や号は道路の近辺の

住所を用いるため，具体的な位置は
詳細位置図や写真などをもとに手動

で特定する．

・道路には住所が付与されてい
ないため，道路上に地図表示を
するためには，表現したい箇所
の近隣の住所にプロットし，詳

細位置図や写真等様々な情報を
手掛かりに手動で補正する必要

がある．場合によっては，そも
そも位置を特定することができ

ない．
・最も詳細な住所単位は号であ

るが，住所の更新頻度が高く，
号と緯度経度を高確率でマッチ

ングできるデータベースの整備
が困難．

DRM DRMを表示できるビューワまたは，
対応しているGISツールを用いる必

要がある．

DRMデータを保有する主体は限

られており，誰もが簡単に利用

することができない．
リンクIDとノードIDは，バージ
ョンが異なるとIDが更新される

ためバージョンに応じて変換す

る必要がある．

位置表現方法 現行の地図上へ表示する手順 現行の情報流通上の課題

経緯度 経緯度の座標をもとに，背景図の地
図の一意の場所を特定し，表示する．

経緯度情報さえ持てば，どのような
データも表現できる．

情報を表示させる地図が情報の
送り手と受け手で異なる時に異

なった位置を表示させる可能性
がある．

路線名＋
距離標

路線の起点からの距離により一意の
点を特定する．

距離標が付与されているのは国
道等をはじめとする主要道のみ

であり，国道を除き距離標を用
いている道路管理者が少ないた

め，それ以外の道路については
採用できない．

住所 住所の情報をアドレスマッチングに
より経緯度に変換してから表示する．
ただし，発信される情報が道路に関
する情報かつ道路種別が判明してい

る場合による．
町丁・字や番地や号は道路の近辺の

住所を用いるため，具体的な位置は
詳細位置図や写真などをもとに手動

で特定する．

・道路には住所が付与されてい
ないため，道路上に地図表示を
するためには，表現したい箇所
の近隣の住所にプロットし，詳

細位置図や写真等様々な情報を
手掛かりに手動で補正する必要

がある．場合によっては，そも
そも位置を特定することができ

ない．
・最も詳細な住所単位は号であ

るが，住所の更新頻度が高く，
号と緯度経度を高確率でマッチ

ングできるデータベースの整備
が困難．

DRM DRMを表示できるビューワまたは，
対応しているGISツールを用いる必

要がある．

DRMデータを保有する主体は限

られており，誰もが簡単に利用

することができない．
リンクIDとノードIDは，バージ
ョンが異なるとIDが更新される

ためバージョンに応じて変換す

る必要がある．

民間プローブデータ災害時道路
規制

道路冠水想定
箇所A社 B社

IDテーブルのDRM版数（2212版）

への上位変換の処理
経緯度に変換

DRMノード
（2103版）

DRMノード
（2203版）

経緯度

地図への重畳

ID方式に変換

IDテーブル

位置表現
方法

住所
路線名＋
距離標

アドレスマッチ
ングツール

ID方式に変換

IDテーブル

ID方式に変換

変換
テーブル

変換
テーブル

ID
テーブル

IDテーブル

エリア 道路管理者 位置表現方法 備考

紀南 紀南
河川国道事務所

路線名＋距離標 一部，路線名
＋距離標なし．

和歌山県 住所
（町名レベル）

福島 福島県 路線名＋
住所
（町名レベル）

一部，町丁目・
小字レベルあり．

山口 山口
河川国道事務所

路線名＋距離標 一部，距離標なし．

エリア 道路管理者 位置表現方法 備考

紀南 紀南
河川国道事務所

路線名＋距離標 一部，路線名
＋距離標なし．

和歌山県 住所
（町名レベル）

福島 福島県 路線名＋
住所
（町名レベル）

一部，町丁目・
小字レベルあり．

山口 山口
河川国道事務所

路線名＋距離標 一部，距離標なし．
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位置表現の違いを示す．本実験では，住所の位置表現は

アドレスマッチングにより経緯度に変換後，ID方式へ変

換した．路線名と距離標の位置表現は，道路の区間ID表
現ツール8)（以下，「表現ツール」という．）を用いて

ID方式へ変換した． 
c) 民間プローブデータ 
 2社の民間プローブデータの位置は，DRMの2103版お

よび2203版で表現されている．一方，IDテーブルは，

2212版を元に生成されている7), 9), 10)．このため，今回の実

験では，前処理として各民間プローブデータを2212版に

変換後，表現ツールを用いてID方式に変換した． 
この変換は，本実験で用いた民間プローブデータの収

集・集計時期がIDテーブルの整備前であったために生じ

た作業であり，今後収集・集計される民間プローブデー

タには生ずることはないため，この変換作業の詳説は本

稿から省略する． 
 

表-4 災害時道路規制の評価方法 

 

a) 提供元の位置図 

b) ID方式による地図への重畳結果 
図-4 災害時道路規制の地図への重畳結果（A評価） 

d) 道路冠水想定箇所 
道路冠水想定箇所の位置は，災害時道路規制と同じく

住所，路線名と距離標などの組み合わせで表現されてい

る．本研究では，全地方整備局から道路冠水想定箇所の

資料を収集した．そして，日本デジタル道路地図協会の

協力により，IDテーブルの整備区間内の道路冠水想定箇

所はID方式で表現し，それ以外のデータは経緯度で表現

したデータセットを提供いただいた．本研究では，整備

区間外のデータを対象に，表現ツールによりID方式への

変換を試みた． 

 

 

3. 実験結果と考察 

 

(1) 地図への重畳結果から得られた知見 

a) 災害時道路規制 
災害時道路規制は，各主体が提供する位置図（元デー

タ）から位置を特定できる情報を元に，表-4に示す3段
階の指標により評価した． 

A評価の一例を図-4に示す．図-4上は提供元の位置図，

図-4下は起終点として指定されている路線名と距離標を

表現ツールによりID方式へ変換した結果を×印で示して

いる．図に示すとおり，提供元の位置図とID方式による

地図への重畳結果とがほぼ一致していることがわかる．  
本実験の集計結果を表-5，位置表現別の評価結果を

図-5に示す．図-5より，路線名＋距離標による位置表現

の変換結果は，ほとんどA評価であり，路線名＋住所に

くらべて位置特定の精度が高いことがわかる（93％）．

一方，路線名＋住所による位置表現の多くは，起点終点

ともに規制のかかっている路線から離れた位置に表示さ

れている（81％）．これらの結果から，以下の知見を得

た． 
 

表-5 災害時道路規制の評価結果（選定エリア） 

 

図-5 位置表現別の評価結果（選定エリア） 

ランク 位置特定精度

A ・災害時道路規制の位置が提供元の位置図と比
べてほぼ一致する（概ね100m未満の誤差）

B 
・災害時道路規制の路線名が提供元の位置図と
一致している

・災害時道路規制の位置が提供元の位置図と比
べて起点終点の位置が異なる（概ね100m以上

の誤差）

C ・災害時道路規制の路線名，起点終点ともに提
供元の位置図と異なる

ランク 位置特定精度

A ・災害時道路規制の位置が提供元の位置図と比
べてほぼ一致する（概ね100m未満の誤差）

B 
・災害時道路規制の路線名が提供元の位置図と
一致している

・災害時道路規制の位置が提供元の位置図と比
べて起点終点の位置が異なる（概ね100m以上

の誤差）

C ・災害時道路規制の路線名，起点終点ともに提
供元の位置図と異なる

災害規制情報 位置図なし

出典：近畿地方整備局 紀南河川国道事務所

②②

①①

近畿地方整備局管内 中国地方整備極
山口河川国道事務所

東北地方整備極管内
福島県紀南河川国道事務所 和歌山県

路線名＋距離標
住所

（町名レベル）
路線名＋距離標

路線名＋住所
（町名レベル）

ランク

A 7 0 6 1
B 1 0 0 7
C 0 0 0 33

検証不可データ 13 31 3 0

全体数 21 31 9 41

近畿地方整備局管内 中国地方整備極
山口河川国道事務所

東北地方整備極管内
福島県紀南河川国道事務所 和歌山県

路線名＋距離標
住所

（町名レベル）
路線名＋距離標

路線名＋住所
（町名レベル）

ランク

A 7 0 6 1
B 1 0 0 7
C 0 0 0 33

検証不可データ 13 31 3 0

全体数 21 31 9 41
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＋
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・路線名＋距離標の位置表現は，位置特定の精度が高い． 
・路線名＋住所（町名レベル）の位置表現は，ID方式へ

変換できるが位置特定の精度は低い． 
・住所（町名レベル）のみの位置表現は，住所の重心を

示す経緯度を示すため，大まかな位置は特定できるが，

提供元の意図する位置の特定ができない． 
以上より，路線名＋距離標による情報は，位置特定の

精度が高くID方式への変換の手間が少ないことから，ID
方式への親和性が高いと考えられる． 
b) 民間プローブデータ 

IDテーブルの整備対象区間は，都道府県道以上の20万
km（一部市町村道を含む）であるため，市町村道の民

間プローブデータをID方式に変換できない．そのため，

本実験では市町村道の民間プローブデータは重畳作業の

対象外（ID方式変換による削除データ）として扱った． 
民間プローブデータのID方式への変換結果を表-6に示

す．A社，B社それぞれの市町村道に該当するデータの

欠損率はおよそ2割から3割程度である．また，2社とも

に，市町村道に該当するデータ以外は問題なくDRMか

らID方式に変換できた． 
これらの結果から，DRMによる位置表現の民間プ

ローブデータは，IDテーブル対象路線であれば，ID方式

への自動変換も可能であることがわかった．  
c) 道路冠水想定箇所 

IDテーブルの対象区間内外の道路冠水想定箇所の数を

表-7および割合を図-6に示す．表に示すとおり，道路冠

水想定箇所は全国で3740箇所あるが，IDテーブルの対象

区間外の箇所が多い結果となっている．本実験では，経

緯度で表現された道路冠水想定箇所は，表現ツールを用

いてID方式へ変換し，最近傍のIDテーブルの対象道路か 
 

表-6 民間プローブデータのID方式への変換結果 

 
表-7 道路冠水想定箇所の内訳 

らのオフセット距離10) ,11)を用いた表現を試みた． 
図-7にIDテーブル整備対象区間外の道路冠水想定箇所

を表現するために設定したオフセット距離を示す．ID
テーブルの対象区間外の道路冠水想定箇所は76件であり，

オフセット距離は0mから756mとなった．公開元（各地

方整備局）の道路冠水想定箇所との比較を行っていない

ため想定になるが，オフセット距離が0mの箇所は，国

道の高架下を通るアンダーパスである可能性が高い． 
大半のオフセット距離が100m以下であることから，

概ねの位置を表示する目的であればよいと考えられるが，

例えばナビゲーションの用途で当該箇所を正確に特定す

る必要がある際は，IDテーブル対象区間外の変換後の道

路冠水想定箇所を用いることは困難である． 
道路冠水想定箇所を対象にすると，IDテーブル対象区

間外の割合は全国で約80%に及ぶ．道路冠水想定箇所な

どの災害情報を正確に表現できるよう，IDテーブルの整

備対象路線の拡張などの対策が望まれる． 
 

(2) 作業の効率性の考察 

本研究では，3種類の情報のうち災害時道路規制を対

象に従来の重畳作業の時間を算出し，ID方式の活用によ

る作業効率性を検証した．従来の重畳作業の手順は次の

①～③である． 
①データの整理・加工：情報の提供元により位置表現

方法や提供方法が異なるため一意に扱うための

データ整理や加工． 
②-1地図上の位置特定：住所などの地名，路線名や小

縮尺地図などの情報から複合的に位置を特定． 
②-2データ登録：②-1で特定した位置を地図上にポイ

ントやラインのデータとして登録． 
③確認：登録したデータの位置や属性等を確認． 

 

図-6 IDテーブル対象区間外の割合 

図-7 IDテーブル対象区間外のオフセット距離 

提供元 データ種別
変換前

データ数

削除

データ数
割合

A社

紀南 218692 3076 1.41％

酒田 134149 1216 0.91％

福島 1450613 40227 2.78％

山口 1135906 19486 1.72％

B社

紀南 39950 10 0.03％

酒田 44230 23 0.05％

福島 618848 2203 0.36％

山口 352310 1995 0.57％
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酒田 44230 23 0.05％
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これら従来の重畳作業とID方式を用いた重畳作業とを

比較すると表-8となり，図-8に示すように②-1と②-2の
作業の自動化が期待できる． 
本研究では，東日本大震災の災害時道路規制1)の担当

者にヒアリング調査を実施し，地図への重畳作業の再現

実験を実施して作業時間を計測した．表-9は計測結果を

示しており，3地域から5件ずつ災害時道路規制を抜き出

して作業時間を計測し，その平均値をまとめている．

②-1と②-2の作業にかかる平均時間は1件あたり約6分と

なった．実際の災害時の運用にあたっては，時々刻々と

変化する状況に応じて情報を更新していく必要があるこ

とから，ID方式を活用した地図への重畳は，作業効率の

観点からも大きく貢献することが期待される． 
 

(3) 複数情報の地図への重畳結果から得られた知見 

図-9にID方式による3種類の道路災害情報の重畳結果

の一部を示す．災害時道路規制は山間部や沿岸部で多く

見られ，道路冠水想定箇所は市街地を中心に多く見られ

ている．いずれも民間プローブデータの走行履歴上に多

く見られることから，災害時には該当箇所を迂回する道

路を検討するなどの検討材料としての活用が期待できる． 
2社の民間プローブデータを重畳することで，通行可

能な道路の網羅率の向上が望める．このように様々な道

路災害情報を一枚の地図上に効率よく重畳することがで

きれば，災害時の対応だけではなく防災や減災に向けた

分析やサービスの高度化にも寄与できる． 
 
(4) 異なる管理者の同種情報による補完可能性 

(3)節より2社の民間プローブデータの地図への重畳に

より，通行可能な道路の網羅率が向上したこと報告した

が，本節はその詳細を述べる．表-10に紀南河川国道事

務所のIDテーブル整備区間内の網羅率を示す．網羅率は， 
 

表-8 従来の重畳作業とID方式の重畳作業との比較 

 

図-8 ID方式による重畳作業の発現効果の考え方 

ID方式へ変換した民間プローブデータが存在するDRM
リンク数をIDテーブルの対象区間内のDRMリンク数の

割合で求めた．図-10～13に本実験の選定エリアの網羅

率を示す．いずれの地域も高速道路や一般国道は，ID
テーブルの対象区間内であるため8割から9割，さらに10
割と高い網羅率を示している．しかし，主要地方道，一

般国道やその他の道路は，IDテーブルの対象区間外であ

るため網羅率は著しく低い． 
その一方で，網羅率の低い道路種別ほど地図に重畳す

ることによって網羅率の向上幅が大きくなることから，

複数の主体の民間プローブデータの重畳による発現効果

が大きいことがわかる．  
この結果から，1事業者では網羅が難しい情報が存在

した場合，ID方式という共通のフォーマットを介して異

なる主体の同種情報を地図に重畳することで，互いの情

報を補完し，高い効果をあげる可能性が期待できる． 
 

表-9 従来の重畳作業の再現実験結果 

 

図-9 3種類の道路災害情報の重畳結果（福島県） 
 

 

従来の作業手順 ID方式の適用による比較

①:データの整理・加工 作業時間は同程度．

②-1:地図上の位置特定 人手を介さず自動変換が可能
のため，作業の省力化が実現．

②-2:データ登録

③:確認 作業時間は同程度．

従来の作業手順 ID方式の適用による比較

①:データの整理・加工 作業時間は同程度．

②-1:地図上の位置特定 人手を介さず自動変換が可能
のため，作業の省力化が実現．

②-2:データ登録

③:確認 作業時間は同程度．

①：データの整理・加工

②－１：
地図上の位置を特定

②－２：データ登録

①：データの整理・加工

②：自動変換作業

③：確認作業

③：確認作業

従来の重畳作業 ID方式による重畳作業

作業の削減見込み

紀南
（和歌山県）

東北
（福島県）

山口
（山口県） 全体平均

（分）処理平均時間
（分）

処理平均時間
（分）

処理平均時間
（分）

②-1 3.90 2.32 6.65 4.29

②-2 1.90 1.23 1.78 1.64

合計 5.80 3.59 8.42 5.94
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処理平均時間
（分）

②-1 3.90 2.32 6.65 4.29

②-2 1.90 1.23 1.78 1.64

合計 5.80 3.59 8.42 5.94

凡 例
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＜民間プローブデータ＞
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B社のみ取得
A社B社取得
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－× IDテーブル整備区間外

凡 例

＜災害時道路規制＞

－● 区間・参照点ID取得箇所

＜民間プローブデータ＞
A社のみ取得
B社のみ取得
A社B社取得

データなし
＜道路冠水想定箇所＞

－× IDテーブル整備区間内

－× IDテーブル整備区間外
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表-10 IDテーブルの対象区間内の網羅率（紀南） 

道路種別
IDテーブル内

総DRMリンク数

A社 B社 重畳結果

リンク数 構成比 リンク数 構成比 リンク数 構成比

高速道路 47 43 91.5% 47 100% 47 100.0%

一般国道 1676 1396 83.3% 1317 78.6% 1458 87.0%

主要地方道 2004 1387 69.2% 1204 60.1% 1541 76.9%

一般県道 1667 825 49.5% 637 38.2% 985 59.1%

その他 56 13 23.2% 10 17.9% 19 33.9%

全路線 5450 3664 67.2% 3215 59.0% 4050 74.3%  

 
A社
B社

重畳結果

 
図-10 IDテーブルの対象区間内の網羅率（紀南） 

 
A社
B社

重畳結果

 
図-11 IDテーブルの対象区間内の網羅率（山口） 

 
 
4. 今後の課題と対応策 

 
3種類の道路災害情報のID方式への変換と重畳実験を

通して，位置表現が異なる情報でも効率よく地図に重畳

できることが確認できた．位置表現が路線名＋距離標お

よびDRMの場合は，地図上の適切な位置に重畳するこ

とができた．一方，住所などの位置表現の変換方法に課

題が残る．本章は，実験により得られた課題と対応策を

整理して述べる． 
 

(1) ID方式への位置表現の支援環境 
路線名＋距離標の位置表現はID方式でも適切に地図に

重畳できるが，住所のみの位置表現は人手を介した重畳

あるいは重畳自体が難しい場合がある． 
この対応の一案として，災害に備える情報の生成の際

に，定常的にID方式の位置表現に統一しておくことが考

えられる．例えば，表現ツールの機能を応用し，位置表

現をID方式へ変換し蓄積するポータルサイトを構築する． 

A社
B社

重畳結果

 
図-12 IDテーブルの対象区間内の網羅率（酒田） 

 
A社
B社

重畳結果

 
図-13 IDテーブルの対象区間内の網羅率（福島） 

 
これにより平常時からID方式のデータ作成ならびに蓄

積が可能となり災害時には，これらの情報を活用した分

析の一助となると期待できる． 
 
(2) IDテーブルの対象区間の拡大 

IDテーブルの対象区間内の都道府県道以上（一部市町

村道を含む）に関する道路災害情報であれば，ID方式の

位置表現への変換が可能である．しかし，市町村道など

IDテーブルの対象区間外に関する道路災害情報は，位置

の特定が困難である． 
道路災害情報の地図への重畳は，今回の実験からもID

テーブルの対象区間内外が大きく影響している．災害時

とともに，平常時から道路関連情報の円滑な流通の実現

に向けて，IDテーブルの対象区間を市町村道に拡大して

整備・更新されることが強く望まれる． 
 

(3) 面データへの対応 

今回の実験では，点や線で表現できる3種類の道路災

害情報を対象にしたが，災害に関連する情報は多様であ

り，面で表現した方が効果的な場合もある．具体例とし

て，気象や雨量の情報などを地図へ重畳することで，分

析方法の多様化や高度な分析が可能になると期待できる． 
気象情報は地域や地区単位でメッシュデータとして提

供されているので，ID方式により地図に面として重畳す

ることができれば災害時への一助となることが期待でき

る．この実現には，ID方式で面を表現するための方法を

考案する必要がある． 
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5. 結論 
 
本研究は，ID方式を用いた道路災害情報の効率的な流

通方策の確立を目標としている．本稿は，災害時道路規

制，道路災害情報として扱われている民間プローブデー

タ（通行実績）および道路冠水想定箇所の3種類を対象

に，ID方式を活用した地図への重畳のケーススタディを

実施し，その有用性を検証した結果を報告した．  
実験の結果，ID方式による位置表現にすることで，複

数の道路災害情報を効率的に地図へ重畳できることが明

らかになった．さらに，複数の事業者が保有する情報を

地図に重畳することで，互いの情報を補完できることを

示唆した． 
今後は，本実験で得られた課題への対応策の具体化を

図るともに，ID方式を活用した多様な道路関連情報の流

通環境の実現に向けて鋭意取り組む． 
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近畿地方整備局および中国地方整備局をはじめとした各

主体から分析に必要な資料を提供いただき，多大なるご
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A STUDY ON OVERLAYING DISASTER RELATED ROAD DATA WITH 
DIFFERENT LOCATION EXPRESSIN BY USING ROAD SECTION 

IDENTIFICATION DATA SET (RSIDs) 
 

Kiyotaka ARUGA, Ryuichi IMAI, Satoru NAKAJO, 
Reiri HAYAKAWA and Koichi SHIGETAKA 

 
To distribute the road disaster related information to all, it is efficient to use a map to aggregate the information. 

Because the information is explained with lots of kinds of location description such as longitude and latitude, address, 
road name, and kilo post, it causes the difficulties to aggregate the information. It is difficult to treat the data with an 
arithmetic processing, the people have to check each data and treat the data manually.  

In this paper, the location referencing method called Road Section Identification Data set (RSIDs) which uses road 
section, reference point and the distance from the reference point to explain a position is used to the case study to ag-
gregate the three road disaster related information as the track record of the roads with probe data, road restrictions 
and flood possible spots into a map. As a result, with the RSIDs, improve the efficiency of the aggregation of the data 
with different location descriptions, and it would be a support measure for early information distribution. 
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